
令和４年度　うるま市人事行政の運営等の状況
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１．職員の任用及び職員数に関する状況

 (1) 職員の任用に関する状況（4年4月1日～5年3月31日）

ア．採用者の状況 （単位：人）

（注）派遣指導主事及び割愛採用の異動は含まない。

イ．退職者の状況 （単位：人）

（注）割愛退職を除く。

 (2) 部門別職員数（各年４月１日現在） （単位：人）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数（再任用フルタイム職員含む）

2　[     ]内は、条例定数の合計

3　公営企業等会計部門その他：国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計

区 分 主事 技師 保育士・幼稚園教諭 消防職 その他 計

採 用 者 数 36 7 0 8 6 57

そ　　の　　他

一　般　職 15 5 7 0 0 0 0 27

幼稚園教諭 0 0 0 0 0 0 0 0

保　育　士 3 0 0 0 0 0 0 3

消　防　職 2 0 0 0 0 0 0 2

現　業　職 2 0 0 0 0 0 0 2

合計 22 5 7 0 0 0 0 34

区　分 職 員 数

部　門 ４年 ５年

議　　会 9 9 0

総務企画 137 147 10 組織再編、業務強化

税　　務 47 48 1 職員配置見直し

労　　働 3 4 1 職員配置見直し

農林水産 28 31 3 職員配置見直し

商　　工 22 25 3 職員配置見直し

土　　木 94 96 2 職員配置見直し

小　計 340 360 20

民　　生 155 184 29 組織再編、業務強化

衛　　生 57 55 △ 2 職員配置見直し

小　計 212 239 27

一般行政部門計 552 599 47

教　育 128 110 △ 18 組織再編

消　防 128 134 6 業務強化

水  道 34 32 △ 2 職員配置見直し

下水道 18 19 1 職員配置見直し

その他 51 51 0

公営企業等会計部門計 103 102 △ 1

911 945
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 (3) 年齢別職員構成の状況（令和５年４月１日現在）

（注）

２．職員の競争試験及び選考の状況

（１）採用試験受験者数及び最終合格者数（４年度実施分）

ア．一般競争試験

（２）職員採用候補者試験の日程（４年度実施分）

20歳 20～ 24～ 28～ 32～ 36～ 40～ 44～ 48～ 52～ 56～ 60歳

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数(人） 12 61 66 84 107 103 80 114 130 95 72 21 945

構成比(%) 1.27 6.46 6.98 8.89 11.32 10.90 8.47 12.06 13.76 10.05 7.62 2.22 100.00

職員数には再任用フルタイム職員を含む。

職　種 試験区分 申込者数 受験者数 受験率 一次合格者 二次合格者

上級 121 88 72.7% 28 23

中級 92 55 59.8% 29 13

初級 70 63 90.0% 20 8

行政職Ⅱ（保健師） 上級 11 4 36.4% 4 3

行政職Ⅲ（心理師） 上級 5 4 80.0% 2 2

上級技術職 上級 42 38 90.5% 22 6

初級技術職 初級 17 13 76.5% 9 6

消防職(救急救命士) 中級 12 9 75.0% 4 2

消防職 初級 37 28 75.7% 13 5

計 407 302 74.2% 131 68

年齢区分 計

行政職Ⅰ

試験区分
試験

公告日
受付期間 １次試験

１次試験
合格発表

２次試験
２次試験
合格発表

上級技術職 R4.6.1 R4.6.8～R4.6.22
R4.7.10～
R4.7.24

R4.8.10 R4.8.28 R4.9.9

一般 R4.7.13 R4.7.20～R4.8.2 R4.9.18 R4.10.7
R4.10.29

R4.11.12～11.13
R4.11.30

消防 R4.7.13 R4.7.20～R4.8.2
R4.9.18
R4.10.15

R4.10.7
R4.10.18

R4.10.29
R4.11.12～11.13

R4.11.30
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３．職員給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には期末・勤勉手当、退職手当及び児童手当を含まない。

      2　職員数は、4年4月1日現在の在職者数（再任用フルタイム職員含む）

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 (4) 職員の平均年齢、平均給料月額の状況（5年4月1日現在）

 (5) 職員の初任給の状況（5年4月1日現在）

 (6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（5年4月1日現在）

（注）－：対象者なし

 (7) 一般行政職の級別職員数の状況(5年4月1日現在)

 (8) 期末・勤勉手当の状況（5年4月1日現在)

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

(R4.3.31現在) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ ３年度の人件費率

人 千円 千円 千円 ％ ％

125,570 72,086,687 3,451,211 8,309,990 11.5 11.1

職員数 給   与    費 

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

人 千円 千円 千円 千円 千円

808 2,921,291 365,177 1,111,122 4,397,590 5,443

年度 ３年度 ４年度

ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数（％） 96.0 95.9 

一般行政職 現　業　職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

うるま市 296,742 円 41.5歳 339,400 円 56.8歳

国 322,487 円 42.4歳 286,942 円 51.2歳

うるま市 国

初任給 初任給

大　学　卒 185,200 円 185,200 円

高　校　卒 154,600 円 154,600 円

高　校　卒 151,900 円 151,900 円

中　学　卒 143,800 円 143,800 円

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大　学　卒 249,971  円 292,571  円 333,517  円

高　校　卒 209,525  円 253,450  円 303,570  円

高　校　卒 ― ― ―

中　学　卒 ― ― ―

給料の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主事 主事 主査等 係長 課長等 課長等 部長

技師 技師 主任 主査等 主幹等 主幹等 参事

課長補佐

職員数（人） 103人 74人 135人 161人 28人 61人 16人 578人

構成比 (%) 17.8% 12.8% 23.4% 27.9% 4.8% 10.6% 3.0% 100.0%

うるま市 国

支給期 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

6月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.200 月分 1.000 月分 2.200 月分

12月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.200 月分 1.000 月分 2.200 月分

計 2.450 月分 1.950 月分 4.400 月分 2.400 月分 2.000 月分 4.400 月分

役職加算 有 有

年　度

4

年　度
一人あたりの給
与費  B/A　　

4

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100と
した場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

一般行政職

技能労務職

一般行政職

技能労務職

計
標準的な役職名



(9) 退職手当の状況（5年4月1日現在)

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

(10) 職員手当の状況（5年4月1日現在)

ア．勤務実績により支給されるもの

イ．月額で支給されるもの

次の者の主たる扶養者となる職員に毎月支給。

・配偶者（事実上婚姻関係者含む） 6,500円

・子 1人当たり10,000円(16～22歳は+5,000円）

・弟妹及び父母等 1人当たり6,500円

　※支給には被扶養者の所得、年齢要件等有

・交通機関利用 運賃相当額（55,000円限度）

・交通用具利用 距離により2,000円～31,600円

管理及び監督職に該当する次の職員に毎月支給。

・部長等 70,000円　・兼務参事等 55,000円

・課長等 45,000円　・兼務主幹等 40,000円

・東京都特別区　20/100

うるま市 国

自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

退職時特別昇給 無 無

１人当たり平均支給額 15,866千円 － －

手当種類 内容

支給実績（４年度　普通会計決算） 26,554千円

職員全体に占める手当支給職員の割合 39.4%

支給対象職員１人当たり平均支給年額 84千円

支給実績（４年度　普通会計決算） 197,451千円

普通会計職員１人当たり支給年額 244千円

支給実績（４年度　普通会計決算） 40,040千円

支給対象職員１人当たり支給年額 297千円

支給実績（４年度　普通会計決算） 9,097千円

支給対象職員１人当たり支給年額 87千円

国の制度との比較 支給実績

異同 異なる内容 （４年度決算）

112,399

千円

80,526

千円

36,144

千円

59,117

千円

558

千円

支
給
率

その他の加算措置

手当の種類
１４種類

防疫等作業手当、用地交渉手当、税務手当、徴税手当、保育教諭等手
当、社会福祉手当、行旅死亡人取扱手当、行旅病人及び精神障害者取
扱手当、消防職員手当、消防活動等手当、災害対策要員勤務手当、ボ
イラー取扱手当、緊急消防援助隊手当、津堅島勤務手当

時間外勤務手当

休日勤務手当

夜間勤務手当

手当種類 支給要件等

扶養手当 ―同

住居手当
自らが居住するための住宅を借り受け、月額16,000
円を超える家賃を負担する職員に毎月支給（月支給
限度28,000円）。

同 ―

通勤手当

通勤距離２㎞以上で、交通機関及び交通用具(自動
車等）を利用する職員に毎月支給（月支給限度
55,000円）。

同 ―

管理職手当 ―
設置される職が合
致しないため比較
対象外

地域手当

勤務地の物価を考慮すべき職員に、給料、扶養及び
管理職手当の合計に次の率を乗じた額を毎月支給。 同 ―

特殊勤務手当



(11) 特別職の報酬等の状況（5年4月1日現在)

４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況

 (1) 職員の勤務時間等の状況

ア．一般の職員の勤務時間等（交代制勤務、短時間勤務、非常勤職員を除く。）

①　勤務時間

１週間あたり３８時間４５分

月曜日から金曜日までの５日間に１日７時間４５分

②　１日の勤務時間の割振り

午前８時３０分から午後５時１５分（休憩時間 午後０時から午後１時まで）

③　週休日（勤務時間を割り振らない日）・・・日曜日及び土曜日

イ．職員の休日（特に勤務を命じられない限り、勤務することを要しない日）

①　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

②　１２月２９日から翌年の１月３日までの日　（元日を除く）

③　６月２３日（慰霊の日）

 (2) 職員のその他の勤務状況（4年4月1日～5年3月31日）

ア．任命権者別年次有給休暇の行使状況

行使率を除く数字の小数点以下は四捨五入で処理。

イ．任命権者別その他の主な休暇の取得者数の状況 （単位：人）

ウ．任命権者別育児休業の取得者数の状況 （単位：人）

区　　　分 職名 給料月額等

市　　　　　長 893,000   円

副　　市　　長 723,000   円

教　　育　　長 652,000   円

議　　　　　長 473,000   円

副　　議　　長 423,000   円

議　　　　　員 398,000   円

市　　　　　長 6月期 12月期 合計

副　　市　　長 1.65 1.65 3.30月分

教　　育　　長 役職加算率　15%

議　　　　　長 6月期 12月期 合計

副　　議　　長 1.65 1.65 3.30月分

議　　　　　員 役職加算率　15%

退職手当 市　　　　　長 給料月額×在任期間4年×500/100

副　　市　　長 給料月額×在任期間4年×300/100

教　　育　　長 給料月額×在任期間4年×250/100

部 局 市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

総付与日数（日） 21,042 4,952 4,741 1,864 305 131 118 260 33,413

行使日数（日） 8,757 1,911 1,699 944 145 85 40 135 13,716

全期間在職職員数(人) 588 136 130 54 9 4 3 7 931

行 使 率 (%) 41.6 38.6 35.8 50.6 47.5 64.9 33.9 51.9 41.0

（注）

部局

休暇種別

私傷病休暇 44 14 6 2 0 1 0 2 69

出 産 休 暇 13 2 0 0 0 0 0 0 15

看 護 休 暇 106 16 14 11 1 0 0 4 152

介 護 休 暇 17 2 0 1 1 0 0 0 21

部局

休業種別

男 15 0 1 2 1 0 0 0 19

女 21 7 0 0 0 0 0 0 28

計 36 7 1 2 1 0 0 0 47

男 2 0 0 0 0 0 0 0 2

女 0 0 0 1 0 0 0 0 1

計 2 0 0 1 0 0 0 0 3

給　　料

議員報酬

期末手当

算定方法：任期
４年満了の場合

市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

育児休業

部分休業



５．職員の人事評価の状況

６．職員の分限及び懲戒処分の状況

 (1) 職員の分限処分の状況

（単位：人）

 (2) 職員の懲戒処分の状況

（単位：人）

７．職員の服務の状況

 (1) 職務専念義務の免除の状況

（注）職員の人間ドック等は除いています。 （単位：人）

 (2) 営利企業等の従事の許可の状況

（注）職員の国勢調査及び選挙事務従事関係は除いています。 （単位：件）

区分 内容

部局

処分種別

休　　職 20 6 0 1 0 1 0 0 28

免　　職 0 0 0 0 0 0 0 0 0

降　　任 0 0 0 0 0 0 0 0 0

降　　給 0 0 0 0 0 0 0 0 0

部局

処分種別

戒　　告 1 0 0 0 0 0 0 0 1

減　　給 0 0 0 0 0 0 0 0 0

停　　職 0 0 0 0 0 0 0 0 0

免　　職 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　職員は、職務に関連する研修や本市の業務と密接な関連を有する団体の業務に従事する等の場合において、条例規則
で定められた範囲内に限り、任命権者の許可を得て、勤務時間内における職務に専念する義務を免除（職専免）される
場合があります。令和４年度に職務専念義務の免除を受けた職員ののべ人数は次のとおりです。

部 局 市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

対象職員数 33 22 1 3 0 0 0 1 60

　職員は、営利企業の役員等になること、自ら営利企業を営むことあるいは報酬を得て他の事務事業に従事するこ
とが制限されており、各任命権者の許可を得た場合に限り従事することができることとなっています。令和４年度
における営利企業従事者許可の件数は、次のとおりです。

部 局 市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

対象件数 8 5 9 0 0 0 0 0 22

　人事評価は、職員が業務を遂行するにあたって発揮した能力や業績について評価を行い、その結果を任
用、給与、分限、その他の人事管理の基礎として活用することを目的に実施するものです。

評価期間 毎年4月1日～翌年3月31日

評価基準日 毎年1月1日

評価対象者 原則として全職員（特別職、休職等職員は除く）

評価項目 業績評価（業務・役割の達成度）及び能力評価（職務遂行過程での能力の発揮状況）

評価方法 業績評価、能力評価とも６段階

　令和４年度の職員が勤務成績不良や勤務に堪えない場合に行われる分限処分（休職、免職、降
任、降給）の任命権者別の人数内訳は、次のとおりです。

市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

　令和４年度に職員が職務上の義務違反や全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の場合に行わ
れる懲戒処分（戒告、減給、停職、免職）の任命権者別の人数内訳は、次のとおりです。

市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計



８．職員の研修の状況 ※職員課対応分

職員の公務能率の発揮と増進を図るため、令和４年度中に実施した研修は、以下のとおりです。

（次ページに続く）

派　遣　研　修　計 53

研　修　名
1回当たり

日数・時間数 回数
参加
人数

ゆがふう塾(中部広域） - - 2

かりゆし塾 - - 1

沖縄総合事務局 - - 3

沖縄県市町村職員研修センター - - 32

市町村職員中央研修所派遣研修 - - 4

全国市町村国際文化研修所派遣研修 - - 9

盛岡市派遣 - - 1

内閣府派遣 - - 1

研　修　名
1回当たり

日数・時間数 回数
参加
人数

新規採用職員研修(前期) 3日 1 58

新規採用職員研修(中期) 2日 1 54

新規採用職員研修(後期) 3日 1 58

採用４年目研修（説明力向上研修） 2日 1 38

採用７年目研修（ロジカルシンキング研修） 2日 1 29

採用10年目研修（部下力研修） 2日 1 17

管理職研修（動画視聴型） 30分 1 107

再任用職員研修 1日 1 27

三市合同研修（中堅） 2日 1 7

三市合同研修（監督職） 1日 1 5

スーパーベテラン世代研修 1日 1 21

ビジネスマナー研修 2日 4 78

ハラスメント防止研修 2時間 2 121

ハードクレーム対応研修 1日 2 33

女性職員のためのキャリアデザイン研修 半日 1 13

職場のメンタルヘルス
～快適なコミュニケーションについて～

1日 1 31

派遣研修

県内

県外

一般研修



一　般　職　研　修　計 1,273

合　　　　計 1,326

研　修　名
1回当たり

日数・時間数 回数
参加
人数

職員寺子屋研修（申告・課税実務） 2時間 1 32

職員寺子屋研修（戸籍から必要な情報を読み取ろう） 2時間 1 34

職員寺子屋研修（うるま職員防災研修） 2時間 1 23

職員寺子屋研修（地方自治法・行政法＆監査） 4時間 1 43

職員寺子屋研修（財政概要と予算編成） 2時間 1 48

職員寺子屋研修（窓口対応の工夫と実践） 1時間 2 22

職員寺子屋研修（楽しく働いて成果を出す（動画視聴型）） 1時間 1 20

職員寺子屋（市役所業務の基礎10項目） 2時間 1 32

職員寺子屋（子育て世代に伝えたい「乳幼児」に多い救急事
案）

2時間 2 34

職員寺子屋（誰にでもできる感染予防対策） 2時間 1 15

職員寺子屋（これが”私の”楽しんで働く方法） 1時間 1 8

職員寺子屋（子育てママの効率的なお仕事スタイル） 2時間 1 6

人事評価研修・目標設定研修 2時間30分 1 29

人事評価研修・部下目標設定研修 3時間30分 1 25

人事評価研修・能力評価研修 3時間30分 1 28

人事評価制度・制度検討会 2日 1 5

人事評価制度・目標個別指導会 1時間30分 3 7

人事評価制度・期末評価研修（能力評価） 3時間 1 53

人事評価制度・評価者基礎研修 2時間30分 1 25

人事評価制度・期末評価研修（業績評価） 2時間30分 1 26

人事評価制度・評価者実践研修 4時間 3 61

一般研修
（続き）



９．職員の福祉及び利益の保護の状況

 (1) 健康診断等の実施状況　（４年度）

（注）基本健診受診対象者は、人間ドック受診者を除く全職員である。

 (2) 健康相談の状況

 (3) 任命権者別公務災害補償の状況（４年度） （単位：人）

 (4) 沖縄県市町村職員互助会に対する公費負担状況（４年度）

（注）互助会会員数は令和５年３月時点の人数

区 分 内 容 対象者 受診者

区分 内 容

部局

区分

公務災害 1 0 2 0 0 0 0 0 3

通勤災害 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 2 0 0 0 0 0 3

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓐ÷Ⓒ Ⓐ÷（Ⓐ＋Ⓑ）

16,473 32,947 918 17,944 33.3 

職員健康診断

基本健診 全職員 36人

人間ドック 希望者 732人

産業医による健康相談 月２回（内科、精神科）の相談

看護師による健康相談 健康相談室で相談、指導(常駐）

メンタルヘルス専門相談員による相談 週２回健康相談室で相談

市 長 教 委 消 防 水 道 議 会 選 管 監 査 農 委 計

互助会に対する公
費負担額（千円）

会員掛金総額
（千円）

互助会会員数
（人）

会員一人当たり
公費負担額（円）

公費負担率（％）



１０．公営企業職員（水道事業）の状況

 (1) 職員給与の状況（決算数値）

ア　総費用に占める職員給与費

イ　職員給与費の内訳

（注）1　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は、令和4年4月1日現在の在職者数である。

 (2) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（5年4月1日現在）

（注）平均給与月額には、期末・勤勉手当等を含む。

 (3) 職員手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当（5年4月1日現在）

イ　退職手当（5年4月1日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（5年4月1日現在）

円

円

Ａ B Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

3,526,553 188,532 186,810 5.30 5.48 

職員数 給　与　費　 一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ B/Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円

33 122,280 17,621 46,910 186,811 5,661 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

46.08歳 309,645円 453,114円

うるま市水道事業 一般行政職等

支給期 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

6月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分

12月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分

計 2.450 月分 1.950 月分 4.400 月分 2.450 月分 1.950 月分 4.400 月分

加算措置の状況 職制上の段階、職務の級等による加算措置

うるま市水道事業 うるま市

自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額 82千円

支給実績（４年度決算） 60 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（４年度決算） 60 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度） 3.03 ％

手当の種類 2 種類

手当の名称 支給対象職員 支給単価

水道技術管理者手当 水道技術管理者 月額 5,000

災害対策要員勤務手当 災害対策要員として勤務を命じられた職員 1時間 1,000

年度
総費用

純利益又は実質収支
職員給与費

総費用に占める　　　　
職員給与費比率

前年度の　　　　　　　　　　　
総費用に占める　　　　　　　　　　
職員給与費比率

4

年度

4

支
給
率

その他の加算措置



エ　時間外勤務手当

オ　その他の諸手当（5年4月1日現在）

次の者の主たる扶養者となる職員に対し毎月支給。

・配偶者（事実上婚姻関係者含む） 6,500円

・子 1人当たり10,000円(16～22歳は+5,000円）

・弟妹及び父母等 1人当たり6,500円

　※支給には被扶養者の所得、年齢要件等有

・交通機関利用 運賃相当額（55,000円限度）

・交通用具利用 距離により2,000円～31,600円

管理及び監督職に該当する次の職員に毎月支給。

・部長等 70,000円　・兼務参事等 55,000円

・課長等 45,000円　・兼務主幹等 40,000円

支給実績（４年度決算） 4,003 千円

職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 138 千円

一般行政職の制度との比較 支給実績

異同 異なる内容 （４年度決算）
区分 内容

扶養手当 同 ― 5,578千円

住居手当
自らが居住するための住宅を借り受け、月額16,000
円を超える家賃を負担する職員に毎月支給（月支給
限度28,000円）。

同 ― 4,167千円

通勤手当

通勤距離２㎞以上で、交通機関及び交通用具(自動
車等）を利用する職員に対し毎月支給（月支給限度
55,000円）。

同 ― 1,353千円

管理職手当 同 ― 2,460千円



１１．公営企業職員（下水道事業）の状況

 (1) 職員給与の状況（決算数値）

ア　総費用に占める職員給与費

イ　職員給与費の内訳

（注）1　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は、令和4年4月1日現在の在職者数である。

 (2) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（5年4月1日現在）

（注）平均給与月額には、期末・勤勉手当等を含む。

 (3) 職員手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当（5年4月1日現在）

イ　退職手当（5年4月1日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（5年4月1日現在）

円

円

Ａ B Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

3,950,834 132,860 113,432 2.87 3.08 

職員数 給　与　費　 一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ B/Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円

21 74,945 10,283 28,204 113,432 5,402 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

44.83歳 293,524円 444,799円

うるま市下水道事業 一般行政職等

支給期 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

6月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分

12月期 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分 1.225 月分 0.975 月分 2.200 月分

計 2.450 月分 1.950 月分 4.400 月分 2.450 月分 1.950 月分 4.400 月分

加算措置の状況 職制上の段階、職務の級等による加算措置

うるま市下水道事業 うるま市

自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額 21,976千円

支給実績（４年度決算） 0 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（４年度決算） 0 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度） 0.00 ％

手当の種類 2 種類

手当の名称 支給対象職員 支給単価

水道技術管理者手当 水道技術管理者 月額 5,000

災害対策要員勤務手当 災害対策要員として勤務を命じられた職員 1時間 1,000

年度
総費用

純利益又は実質収支
職員給与費

総費用に占める　　　　
職員給与費比率

前年度の　　　　　　　　　　　
総費用に占める　　　　　　　　　　
職員給与費比率

4

年度

4

支
給
率

その他の加算措置



エ　時間外勤務手当

オ　その他の諸手当（5年4月1日現在）

次の者の主たる扶養者となる職員に対し毎月支給。

・配偶者（事実上婚姻関係者含む） 6,500円

・子 1人当たり10,000円(16～22歳は+5,000円）

・弟妹及び父母等 1人当たり6,500円

　※支給には被扶養者の所得、年齢要件等有

・交通機関利用 運賃相当額（55,000円限度）

・交通用具利用 距離により2,000円～31,600円

管理及び監督職に該当する次の職員に毎月支給。

・部長等 70,000円　・兼務参事等 55,000円

・課長等 45,000円　・兼務主幹等 40,000円

支給実績（４年度決算） 2,929 千円

職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 163 千円

一般行政職の制度との比較 支給実績

異同 異なる内容 （４年度決算）
区分 内容

扶養手当 同 ― 3,306千円

住居手当
自らが居住するための住宅を借り受け、月額16,000
円を超える家賃を負担する職員に毎月支給（月支給
限度28,000円）。

同 ― 1,687千円

通勤手当

通勤距離２㎞以上で、交通機関及び交通用具(自動
車等）を利用する職員に対し毎月支給（月支給限度
55,000円）。

同 ― 742千円

管理職手当 同 ― 1,620千円


